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第１部 民族（Nation）と国家
第３篇 民 族























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































土の属する人に宗教も属す（cuius regio illius religio）という原則が，すなわち純粋な属地原理（今日













































































































































































































































































































太 田 仁 樹６０
－６０－
［原 注］
［１］ これについては，Renner, “Marxismus, Krieg und Internationale”, Seite 56を参照。
［２］ Ebenda, Seite 139ff.
［３］ Staat und Nation. Zur österreichischen Nationalitätenfrage. Staatsrechtliche Untersuchung über die möglichen Prinzipien einer
Lösung und die juristischen Voraussetzungen eines Nationalitätengesetzes. Wien 1899. Verlag von Josepf Dietl.
［４］ Renner, “Oesterreichs Erneuerung”, Band 1, S.38 : “Der übernationale Staat”. S. 43 : “Noch einmal der übernationale Staat”
und S.52 : “Staat und Nation”を参照。
［５］ 封建的紐帯の解体から始まった国内行政は，ますます属人的諸団体の構成に努めたことは，すでに示したところ
である。国法と国際法における属人原理が，国家生活の初めから基本的な意義を持っていたことは，以下に示され
る。
［６］ 当然にも，国家行政は，組織されない団体をも考慮にいれるが，権利（法）を承認するというやり方でおこなう
ことはない。人格としての資格が必要だからである。イェリネックはこの法的な能力のない形成物を受動的－公法的
諸団体と呼び，行為能力を持つ公法的権利の担い手である能動的－公法的諸団体と区別した。われわれにとって，こ
の区別はなお意味があるであろう。
［７］ いわゆる実体的意味での法律である。
［８］ いわゆる実体的意味での法令である。この区別は，法的規定の内的性質から生じ，それゆえ実体的といわれる。
形式からいえば，議会の立法によって規定されるものをすべて法律と呼び，政府によって規定されるものをすべて法
令と呼ぶ。それゆえ，官庁にしか関係せず，だから本当は法令であるものの多くが法律と呼ばれている。
６１カール・レンナー『諸民族の自決権』 
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